
有田川町の

財政事情
平成30年度（2018年度） 各会計の決算状況

平成30年度（2018年度） 一般会計の決算状況

平成30年度（2018年度）決算と
令和元年度（2019年度）上半期

議会費 0.7%

総務費
9.6%

民生費
24.8%

衛生費
　7.7%

労働費 0.2%

農林
水産業費
8.6％

商工費 1.2%

土木費
7.7%消防費 5.1％

教育費
7.4％ 

災害復旧費 2.7％

公債費
21.1％

諸支出金 3.2％

地方譲与税など
4.7%

地方交付税
40.9％

町税
18.7%

分担金および負担金 1.1%

使用料および
手数料 0.8%

国庫支出金
 6.1％

県支出金
7.5%

財産収入
0.3%

寄附金 1.5%

繰入金 6.9％

繰越金 2.5％

諸収入 2.0％ 町債 7.0%

会計区分
収入済額 支出済額 差し引き

翌年度へ
繰り越すべき
財源

実質収支額 平成30年度末
（2018年度末）
地方債残高

① ② ③　=　①－② ④ ③－④

一般会計 160億4,201万円

36億4,140万円

31億9,389万円

7億4,688万円

6億1,702万円

2億8,966万円

175万円

807万円

6,382万円

439万円

18億9,987万円

4万円

41万円

192万円

87万円

11万円

265億1,211万円

154億5,930万円

35億5,570万円

31億4,960万円

7億3,796万円

6億1,268万円

2億8,966万円

175万円

807万円

6,382万円

439万円

18億9,987万円

4万円

2万円

4万円

79万円

3万円

257億8,371万円

5億8,271万円

8,570万円

4,429万円

892万円

434万円

0

0

0

0

0

0

0

39万円

188万円

9万円

8万円

7億2,840万円

2億3,388万円

0

0

0

149万円

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2億3,537万円

3億4,883万円

8,570万円

4,429万円

892万円

286万円

0

0

0

0

0

0

0

39万円

188万円

9万円

8万円

4億9,303万円

191億3,680万円

0

0

0

25億5,612万円

13億5,282万円

458万円

2,787万円

0

0

88億3,658万円

0

0

0

0

0

319億1,476万円

特　

別　

会　

計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

簡易排水事業特別会計

浄化槽事業特別会計

かなや明恵峡温泉特別会計

特別養護老人ホーム等事業特別会計

公共下水道事業特別会計

岩倉財産区管理会特別会計

粟生財産区管理会特別会計

城山山林財産区管理会特別会計

八幡山林財産区管理会特別会計

安諦山林財産区管理会特別会計

合計
※前年度からの繰越事業分も含まれています。また、端数処理のため合計欄などの数値が一致しない場合があります（以降の表についても同じ）。

平成30年度(2018年度)の決算の状況および
令和元年度(2019年度)の9月30日現在の予
算額の執行状況について公表します。この財
政事情は町民の皆さまに町財政の状況をお
知らせし、その実態についてご理解をいただ
くためのものです。

歳入 歳出
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一般会計決算額を
町民１人当たりに換算すると…

１人当たりの町税負担額は
  11万2,980円（前年比1.1％増）

1人当たりの町債残高は
  72万1,871円（前年比8.2％減）

※人口（平成31年（2019年）３月末現在）2万6,510人

─ 用語解説 ─
一般会計・特別会計／さまざまな事業に対応するため、収支が複雑

化しないように財布を分けています。一般会計は行政運営の基

本的な経費を網羅して計上した会計であり、特別会計以外の全

ての経費は一般会計で処理しています。一方、特別会計とは、

一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して

処理するための会計です。

実質収支額／形式収支（各会計年度における歳入総額から歳出総額

を単純に差し引いた額）から、翌年度への繰り越すべき財源を

差し引いた額。

町債／特定の歳出に充てるため、町が年度を超えて元利を償還する

借入金のこと。

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

義務的経費 投資的経費 その他経費

20億円 160 億円140 億円120 億円100 億円80 億円60 億円40 億円

人件費
28億7,233万円

人件費
28億2,336万円

扶助費
12億

2,972万円

扶助費
12億

1,815万円

公債費
32億6,149万円

公債費
27億3,841万円

普通建設事業費
9億6,838万円
災害復旧費
4億1,553万円

普通建設事業費
12億7,283万円
災害復旧費
1億601万円

繰出金
23憶2,121万円

繰出金
22億727万円

物件費 22憶5,264万円
補助費等 13億4,605万円
維持修繕費 2億4,564万円
積立金 8憶6,359万円

物件費 23憶5,809万円
補助費等 13億2,874万円
維持修繕費 2億   275万円
積立金 5億   108万円

歳
入

歳
出

平成30年度（2018年度） 一般会計(歳出)性質別決算額
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88.3 89.9
93.0

93.7 95.6

75.0
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95.0

経常収支比率

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

0 .2

0 .3

0 .4

0 .5

0 .6
財政力指数（3カ年平均）

●経常収支比率について
　当比率は、人件費・扶助費・公債費などの経常的な経
費に充当された一般財源の額が、地方税や普通交付税な
どの一般財源の合計に占める割合を表し、比率が低いほ
ど財政構造に余裕があると言われています。
　平成30年度（2018年度）の比率については、前年度に
比べ3.1ポイント増加しました。

※　各指標に係る、平成30年度（2018年度）の県下
　　市町村平均値は公表されておりません。

●財政力指数について
　地方交付税にどれだけ頼らずに財政運営をしているかを
表し、指数が1.0に近いほど財源に余裕があると言われてい
ます。 
　平成30年度（2018年度）の指数は 0.340となっており、
一般財源の多くを地方交付税などで賄っている状況です。

悪 良

良 悪

　平成30年度（2018年度）において、
積み立てたものとしては主に、ふるさ
と応援基金へ約2億3,263万円、合併地
域振興基金へ約1億281万円です。また、
地方債の繰上償還を実施するために減
債基金から6億3,144万円を取り崩し、
その他目的基金から取り崩したものと
してはふるさと応援基金の1億3,950万
円が主なものです。

有田川町 県下市町村平均

※税込み

収入済額 支出済額 差し引き 平成30年度末（2018年度末）地方債残高水　道　事　業　会　計

１．収益的収支 4億 8,347万円 3億 6,901万円 1億 1,446万円
5億 4,990万円

２．資本的収支 2億 1,585万円 4億 3,466万円 ▲ 1億 1,881万円

財政調整基金

減債基金

その他目的基金

合計

40億7,487万円

16億4,324万円

64億6,492万円

121億8,303万円

40億8,220万円

18億4,647万円

68億5,733万円

127億8,600万円

40億9,524万円

12億2,092万円

68億6,043万円

121億7,659万円

町民1人当たり基金残高
45万円 48万円 46万円

0
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〔基金残高：億円〕 〔１人当たり残高：円〕

平成28年度末
（2016年度末）

平成29年度末
（2017年度末）

平成30年度末
（2018年度末）

財政調整基金
減債基金
その他特定目的基金
町民1人当たり基金残高

水道事業／上水道事業は「企業会計」です。収益的収支とは、水道料金

を主な財源とし、施設の維持管理や借入金利息返済などを行います。

資本的収支とは、借入金などを主な財源とし、施設の建設や借入金

元金返済などを行います。

基金／特定の目的のために、維持あるいは積み立てられる資金または財

産。財政調整基金は、地方公共団体における年度間の財源の不均等

を調整するために設けられる基金のことで、減債基金は、地方債の

償還（返済）を年度を越えて計画的に行うために設けられる基金の

ことです。

一時借入金／一時的な現金の不足を補うために借り入れる資金。

─ 用語解説 ─

平成 30年度（2018年度） 各会計の決算状況

基金残高の状況

主な財政指標

0.346

0.509

0.342

0.508

0.340
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令和元年度（2019年度）予算の執行状況（上半期）
一般会計予算の執行状況 特別会計予算の執行状況

公営企業会計予算の執行状況

基金の状況町債および一時借入金の状況

※令和元年（2019年）9月30日現在

一般会計決算額を
町民１人当たりに換算すると…

１人当たりの町税負担額は 11 万 1,950 円
１人当たりに使われるお金（繰越含む）
 64 万 8,520 円
１人当たりの町債残高は 67 万 9,718 円

※　人口（令和元年（2019年）９月末現在）2万6,389人　

歳　　　入
水道事業会計

歳　　　出

予算額 収入済額 予算額 支出済額

4億7,102万円

2億8,497万円

2億　928万円

0円

4億2,672万円

4億　271万円

8,202万円

1,872万円

収益的収支

資本的収支

1 .

2 .

歳入科目 予算額 収入済額
１. 
２. 
３. 
４. 
５. 
６. 
７. 
８. 
９. 
10. 
11. 
12. 
13. 
14. 
15. 
16. 
17. 
18. 
19. 
20. 
21. 
22. 

町税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
自動車取得税交付金
環境性能割交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金および負担金
使用料および手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
町債

29億5,426万円
1億7,649万円

750万円
1,500万円
750万円

4億9,500万円
2,600万円
1,800万円
250万円
5,515万円

61億5,000万円
250万円

1億1,857万円
1億3,136万円
12億3,299万円
14億8,728万円

6,605万円
2億4,160万円
12億6,637万円
3億1,983万円
3億7,327万円
19億6,660万円
171億1,380万円

21億3,180万円
5,775万円
162万円
499万円

0円
2億5,921万円
1,164万円
1,629万円

0円
2,515万円

42億8,430万円
125万円
7,240万円
5,221万円

2億7,451万円
1億649万円
9,436万円
4,217万円

0円
5億8,271万円
7,934万円

0円
80億9,819万円合計

歳出科目 予 算 額 支出済額
１. 
２. 
３. 
４. 
５. 
６. 
７. 
８. 
９. 
10. 
11. 
12. 
13. 
14. 

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金
予備費

1億899万円
18億2,882万円
41億4,045万円
12億1,259万円

1,053万円
16億7,726万円
4億534万円

13億4,839万円
15億5,110万円
13億60万円
4億5,322万円
25億9,975万円
4億5,101万円
2,575万円

171億1,380万円

5,798万円
6億2,260万円
11億6,848万円
4億2,936万円

252万円
3億9,599万円
8,977万円

1億4,823万円
3億3,120万円
5億4,091万円
8,070万円

12億7,794万円
5,027万円

0円
51億9,594万円合計

会計区分 予算額 収入・支出済額

国民健康保険事業
       
後期高齢者医療
       
介護保険事業
       
簡易水道事業
       
農業集落排水事業
       
簡易排水事業
       
浄化槽事業
       
かなや明恵峡温泉
       
特別養護老人ホーム等事業
       
公共下水道事業
       
岩倉財産区管理会
       
粟生財産区管理会
       
城山山林財産区管理会
       
八幡山林財産区管理会
       
安諦山林財産区管理会
       

36億6,478万円
     

7億3,262万円
      

33億345万円
     

6億4,675万 円
    

2億9,588万円
    

248万円
     

768万円
     

7,249万円
     

3,126万円
     

19億4,645万円
     

6万円
     

30万円
     

192万円
     

77万円
     

11万円
     

107億699万円

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

収入済額

支出済額

17億7,594万円
15億6,155万円
1億684万円
2億6,469万円
13億2,484万円
12億9,804万円

8,183万円
2億7,370万円
2,127万円

1億2,459万円
35万円
89万円
187万円
217万円
3,076万円
4,009万円
8万円
8万円

1億958万円
6億6,388万円

0円
0円

39万円
0円

190万円
0円

14万円
0円

8万円
0円

34億5,588万円
42億2,967万円

合計

会計区分 現　在　高

一般会計

簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

簡易排水事業特別会計

浄化槽事業特別会計

公共下水道事業特別会計

水道事業会計

179億3,709万円

24億2,358万円

12億9,074万円

431万円

2,650万円

86億　798万円

5億3,207万円

308億2,227万円合　　　計

一時借入金
（一般会計および特別会計） 0円

区　　　分 現　在　高

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

33億4,291万円

12億2,092万円

68億6,254万円

114億2,637万円合　　　計
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